第１回　府営住宅指定管理者評価委委員会議事要旨
１．日　　時　　平成２２年１０月２０日（水）午前１０時～１２時
２．場　　所　　府庁新別館北館１階
３．議　　題　　(１)　23年度モデル地区の拡大について

(２)　22年度モデル地区の検証について

４．議事要旨
 (１)23年度モデル地区の拡大について
（事務局説明）
◎「府営住宅・公募型指定管理者モデル地区の拡大（追加）について」（資料２）
　（委員意見）
○　府の考え方は、モデル地区の拡大により管理に規模の経済を取り入れて民間事業者による一括管理を行うことが可能か。また、結果として財政効果についても検証を深めようというものと理解。
○　計画修繕については、事業意欲がわかないと聞く。これを外して応募状況がどうなるか確認されるというのは、適切な考え。
○　最も低い価格が満点になるようになったのは、やむを得ない面がある。しかし、府営住宅は生活に密着したもの。いわゆる安かろう、悪かろうという観点から評価することも大切。

○　今回のモデル拡大予定地区は、現在、大阪府住宅供給公社の枚方管理センターが管轄しており、結果として今後は枚方管理センターの所管が不要となる。しかし、まだ試行段階であり、緊急事態が生じた場合など、府が何かの場合には関与し対応していくことが必要。
○　この枚方管理事務所経費は、府として不要となるが、効果はどうか。
　（事務局）

・　事務所の賃料、共益費、清掃費、人件費等で合計約３千万円近くとの見込み。
（委員意見）

○　府の指定管理者制度では、コストの縮減という観点も課題なので、モデル拡大の方向は適当。
但し、既に実施する指定管理者が、有利な条件となる募集には注意が必要。

　○　規模の経済について一つの検証ができる。公正な競争性の観点で募集条件には注意が必要であるが、現在、指定管理者となっている事業者が応募するということは、おそらく規模の経済という観点で、コスト的には有利な点があるとの企業の判断で、公募する上では起こりえる。
　○　最も低い価格の提案が最高得点となるが、そもそも提案価格数字が甘すぎないかとの見方もある。
例えば、管理規模から最低限の修繕費の目安を府から示すことも一考ではないか。
　（事務局）

・　平成２１年度の選定委員会から「検証結果を評価点の配分など、選定審査方法の検討にもつなげて頂きたい。」と講評を頂いている。本評価委員会では、選定方法等への提言に関する事項として、評価点の配分方法などへの改善策についてもご提言を頂きたい。

・　今回のモデル地区拡大については、別に選定委員会を設けて具体の選定基準について改善を行い公募予定。
（委員意見）

　○　平成２４年度の本格実施に向けて、本委員会がしっかり検証。
○　計画修繕について、指定管理者の業務から外した場合は、府が直接実施するのか。
（事務局）

・　計画修繕は、府の資産の長寿命化のために実施するもの。過去の修繕履歴であるとか、予防診断が確実にできる事業者に業務を委託すべきとの考え。もし適切な事業者がなければ府直営で実施することになるが、これまで実施していた事業者も含めて検討する。
（委員意見）

○　計画修繕は現地調査が必要となるので、枚方管理センターを閉鎖してしまうことは、差し支えないのか。
（事務局）

· 過去からの修繕履歴等もあり、府も対応準備していく。　
（委員意見）

○　資料２「１モデル地区拡大(追加)の目的」の１．④説明をお願いする。
（事務局）

・　今の寝屋川・守口・門真市域の１万７９３戸の住宅を、指定管理者が管理している。今回公募するところは、その隣接地ということで、仮に同一事業者が管理に対して応募された場合、合計約２万戸規模を民間が管理することが可能と見受けられる。
・　その結果は、２４年度の本格実施時の地区割りについて、戸数規模の参考材料の一つになるとの考え。

（委員意見）

○　寝屋川・守口・門真・枚方・交野・四条畷・大東が、枚方管理センターの旧の管理地域なので、仮に同じ事業者が選定されると、その戸数規模が１社で管理できるという検討となるのか。

（事務局）

　・　選定されるかは不明だが、あくまで、応募があればとの見方。

（委員意見）

○　応募が無かった場合には、管理規模について何らかの支障があったという検証となる。

○　「今後の２４年度の本格実施に向けての提言にも含める取り組みとして、このモデル地区の拡大については提案どおり進めていく」ことに異議なし。
(２)22年度モデル地区の検証について

　①モニタリングマニュアル（案）について
（事務局説明）
◎「指定管理者モデル実施の状況」（資料３）
◎「大阪府営住宅指定管理者モニタリングマニュアル」（資料４）

（委員意見）

○　指定管理者が行っている業務で募集業務の評価は難しい。募集業務など、入居前の業務の履行確認やサービスの評価はどのように行うのか。
（事務局）

・　入居申込者から手続き等に不備があった場合は、募集業務の窓口で修正等を実施。日々の業務内容からや苦情から把握が可能。
（委員意見）

○　サービスの安定性の評価については、一般的に指標は必要なのだが、最近の会社倒産の事例は資金繰りに困り支払いが滞ることが原因なので、選定された後については、キャッシュフロー計算書の提出を受け確認が必要。
キャッシュフロー計算書を見るときのポイントは、営業（収支）、財務（主に借入れ）、投資（資産売却等）にかかわるところがあるが、現金が常に流出し営業収支がマイナスになっており、借入金で現金収支を賄っている場合が危険。
· 　税務申告書の別表１と別表４、別表５－１、別表５－２の提出は最低必要。損益計算書の数字と別表４の数字が最低限一致しているかの確認も必要。

· ○　加えて、業務開始後の投機的な取引の有無の確認が必要。府の事業を受託する上では投機的な取引は慎んで頂く指導も必要。最近よく行われている先物取引だとか、FXの取引は、貸借対照表からは確認出来ない。一般の会社では決済するまで表に出てこない取引なので注意が必要。
· 各委員からの意見を事務局でまとめて、モニタリングマニュアル（案）に反映のこと。

· 今後の管理業務の安定性に影響を与えることがあるので、キャシュフロー計算書や税務申告書等については確認を行うなど、今後の履行確認や法人運営の検証に活用のこと。

· 次回の評価委員会で、第２四半期のモニタリングの状況報告を実施のこと。
②苦情処理の状況、アンケート調査結果について
（事務局説明）
◎「指定管理者制度導入に当たっての苦情処理システム及び苦情の状況について」（資料６）
（委員意見）

○　資料６の苦情件数の推移で公社に寄せられたものは、４月、５月、６月の間に、公社の全団地から寄せられた件数と理解してよいか。

（事務局）

・　公社に寄せられた全苦情件数である。

（委員意見）

　○　指定管理者が受け付けた９０件の苦情種別は、近隣関係での迷惑行為や動物などのクレーム対応が多い。しかし、指定管理者の業務知識不足や処理の問題などの内容も、苦情に含まれてはないのか。

　（事務局）

· 指定管理者側の受け付けにおける詳細は不明である。府でも住宅整備部門、施設保全部門、経営管理部門のそれぞれに寄せられた苦情は全体で３９件存在があり、指定管理者の業務知識不足や処理の問題などがあれば、確認、指導を実施している。

（事務局説明）

◎「平成２２年度府営住宅・指定管理者制度導入後の管理業務・サービス等の状況調査に

ついて（アンケート結果報告書）」（資料７）

◎「指定管理者モニタリングマニュアル」補足資料」（資料８）
（委員意見）
○　個々の住民の方への質問と自治会長への質問があるが、住宅管理サービス全体の満足度が、不満と大変不満を合計すると「６０」度数ということで、全体の戸数から数えたら１割強となる。不満あるいは大変不満というのは、そんなに多い印象はない。

○　それに対し、自治会長宛の総合評価、全体の満足度は不満と大変不満の合計が「１２」度数で、だいたい１／３が消極的というような結果で、両者の結果に相違があるが、これは特段の理由はあるか。
（事務局）

・　住民アンケートについては、「わからない」とする回答も多いが、積極的評価、消極的評価として、真ん中より上と下の割合、両者の比較によって測ることが可能との考え。
（委員意見）

○　3地区の中でA地区だけ良い理由は何か。
（事務局）

· 規模が小規模千戸ということで、入居者と管理窓口が比較的近いところにあり、サービスの享受を得やすいことが要因と推測。

· 自治会と入居者の回答結果と違う点については、自治会が清掃や植栽の剪定など様々な共同施設の管理にも携わっており、樹木剪定の時期など具体的な不満が出ていることから、自治会全体として評価が低下すると考えている。
（委員意見）

○　自治会組織は、日頃から多くの入居者の意見も聞くことから、評価が消極的な意見に反映されると推測。
　○　３月までと、４月からとの変化についての質問はどうなのか。
　（事務局）

・　自治会アンケートから１件、「公社の方がましです」という自由記述があった。また、「良くなりました」とするのも１件存在で回答が分かれる。
· 今回は、６５歳以上の高齢の入居者からの回答が多いことを考慮し、質問を絞って、わかり易い具体的な内容に設定。
（委員意見）

　○　自治会長は、住民や管理者双方からの話しを聞く機会があり、回答内容も影響を受ける。入居者は、利用しない業務は回答ができず、指定管理者と接触する機会がないと回答できない。
○　入居者アンケートは、本当に住民の声が反映しているか難しい点もあるが、ユーザーの声として我々がどう実態を把握するかが重要。
○　公社当時は、同様のアンケートを実施していないのか。
（事務局）

　・　質問項目は同じではないが、アンケートは府営住宅の２千戸位を対象に昨年実施。
　（委員意見）

　○　公社アンケートと比較することで把握ができるかもしれない。
　○　同じ地区だけ抽出が可能であれば検討してもいい。また、自治会長には機会のある時にヒアリングを実施することもいい。

③第１四半期の自己評価（案）、事業者ヒアリングについて【当日会場では非公開】
（事務局説明）
◎「２２年度　指定管理者業務総括評価票（第１・四半期【４・５・６月】」（資料５－１）
◎「平成２２年度　指定管理者制度導入に係る人員体制状況」（資料５－２）
◎「大阪府営住宅指定管理者評価委委員会　ヒアリングシート」（資料９）
　（委員）

　　　　　　　○　指定管理者業務総括評価票について、募集業務等は入居前の業務であることから、評価の把握方法について質問があった。

　　（事務局）

· 府と事業者間での業務指導状況と併せて、双方で受け付ける苦情等により把握。
　（委員）

　　　　　　　○　次回の事業者からのヒアリングシートについて、提案時の修繕業務に係る積算内容に

ついて確認が必要との意見があった。また、府が示す修繕仕様等の内容や募集時の情報

提供の内容についても質問に追加するように意見があった。

　　（事務局）

· 提案時の積算の考え方や情報提供の内容をヒアリングシートの質問に反映し、事業者に配布。

【終了】

